
 
 
 
 
 

令和６年６月市議会定例会 提出議案 

 
 

議 案 種 別 件数（件） 

専決処分の報告議案 １ 

条 例 議 案 ８ 

一 般 議 案 ３ 

補 正 予 算 議 案 ３ 

合    計 １５ 

 



番号 件　　　　　名 提出局

1
北九州市市税条例の一部を改正する条例の専決処分の報告に
ついて

2 北九州市市税条例の一部改正について

3
北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部改
正について

4
北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及
び北九州市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する
条例の一部改正について

5
北九州市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備
及び運営の基準に関する条例の一部改正について

6
北九州市認定こども園の認定要件に関する条例の一部改正に
ついて

7
北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条
例の一部改正について

都　市
戦略局

8 北九州市火災予防条例の一部改正について 消防局

9
北九州市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等
に関する条例の一部改正について

上　下
水道局

10 市有地の処分について
産　業
経済局

11 市道路線の認定、変更及び廃止について
都　市
整備局

12 水道工事の一時中止等に伴う増加費用に関する和解について
上　下
水道局

13 令和６年度北九州市一般会計補正予算について

14 令和６年度北九州市公債償還特別会計補正予算について

15 令和６年度北九州市土地取得特別会計補正予算について

令和６年６月市議会定例会　　提出議案件名

財政・
変革局

子ども
家庭局

財政・
変革局



Ｎｏ 

１ 

北九州市市税条例の一部を改正する条例の専決処分の報告につい

て 

（財政・変革局税務部税制課） 

 

北九州市市税条例の一部を改正するに当たり、地方自治法第１７９条

第１項の規定により専決したので、同条第３項の規定により、これを報

告し、承認を求めるもの 

 

１ 個人市民税 

令和６年度分の個人住民税について、納税者及び配偶者を含めた

扶養親族１人につき、１万円を控除する。（付則第７条の５の２関

係） 

 

２ 固定資産税 

（１） 新築の認定長期優良住宅に係る固定資産税の税額の減額措 

置について、マンション管理組合の管理者等が市長に必要書類の 

提出をした場合であっても当該減額措置の適用を受けることがで 

きることとする。（付則第９条の３関係） 

（２） 令和６年度の評価替えに伴い、令和６年度から令和８年度 

までの各年度分の土地に係る固定資産税について、次に掲げる負 

担水準の均衡化を促進する等のための措置を講ずる。 

ア 土地の価格の特例措置（付則第１０条の２関係） 

令和４年度及び令和５年度に引き続き、令和７年度及び令和 

８年度においても、自然的及び社会的条件からみて類似の利用 

価値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、 

市長が課税上著しく均衡を失すると認める場合について、当該 

土地に係る価格を修正し、当該修正価格を固定資産税の課税標 

準とする特例措置を講ずる。 

イ 宅地等に係る税負担の特例措置（付則第１１条関係） 

（次頁に続く） 
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（続き） 

令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税につ 

いて、令和３年度から令和５年度までと同様に、毎年度、負担 

水準に応じた一定の算式により各年度分の課税標準額を求める 

措置を講ずる。 

ウ 農地に係る税負担の特例措置（付則第１３条関係） 

令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税につ 

     いて、令和３年度から令和５年度までと同様に、毎年度、負担 

水準に応じた負担調整率を各年度分の課税標準額に乗じて各年 

度分の課税標準額を求める措置を講ずる。 

 

３ 都市計画税 

令和６年度の評価替えに伴い、令和６年度から令和８年度までの 

各年度分の土地に係る都市計画税について、負担水準の均衡化を促 

進する等のため、固定資産税と同様の措置を講ずる。（付則第１８ 

条、付則第１９条関係） 

 

４ 施行期日 

令和６年４月１日 
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Ｎｏ 

２ 

北九州市市税条例の一部改正について 

 

（財政・変革局税務部税制課） 

 

地方税法等の一部改正に伴い、一体型滞在快適性等向上事業により整

備した滞在快適性等向上施設等に係る固定資産税及び都市計画税の特例

割合を定める等のため、関係規定を改めるもの 

 

１ 固定資産税 

 （１） 条例に引用する私立学校法の規定の条項ずれに伴う規定の 

整備（第４４条関係） 

 

 

  （２） 地域決定型地方税制特例措置の対象となる、木質バイオマ

ス又は農産物の収穫に伴って生じるバイオマス区分に該当するバ

イオマス発電設備に係る課税標準について、特例率を７分の６と

する。（付則第９条の２関係） 

  （３） 地域決定型地方税制特例措置の対象となる、一体型滞在快

適性等向上事業により整備した滞在快適性等向上施設等に係る課

税標準について、特例率を２分の１とする。（付則第９条の２関

係） 

  （４） グリーンアジア国際戦略総合特区内に設置される一定の施

設等の課税免除の適用期限を令和８年３月３１日まで延長する。

（付則第１５条の５関係） 

  （５） 地域再生法に基づいて整備される特定業務施設等の不均一

課税の適用期限を令和１１年３月３１日まで延長する。（付則第

１５条の７関係） 

 

  

（次頁に続く） 

現行 改正後 

第６４条第４項 第１５２条第５項 
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（続き） 

２ 都市計画税 

   地域決定型地方税制特例措置の対象となる、一体型滞在快適性向

上事業により整備した滞在快適性等向上施設等に係る課税標準につ

いて、本市において適用する特例率を２分の１とする。（付則第９

条の２関係） 

 

 ３ 市たばこ税 

   市たばこ税を納付する際に使用する納付書の様式を追加する。（

第７７条の５、第７７条の９関係） 

 

４ 施行期日 

１（２）、（３）、（４）及び（５）、２並びに３は、公布の日 

１（１）は、令和７年４月１日 
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Ｎｏ 

３ 

北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部改正に

ついて 

       （子ども家庭局子ども家庭部こども施設企画課） 

 

北九州市立折尾保育所を移転するため、関係規定を改めるもの 

 

１ 北九州市立折尾保育所の移転（別表第１関係） 

現行 改正後 

北九州市八幡西区北鷹見町１２

番２４号 

北九州市八幡西区堀川町８番

７号 

 

 ２ 施行期日 

   規則で定める日 
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Ｎｏ 

４ 

北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及び北

九州市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一

部改正について 

       （子ども家庭局子ども家庭部こども施設企画課） 

 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、保育所等に置く保育士等の

数に係る基準を変更するため、関係規定を改めるもの 

 

 １ 北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部

改正 

   保育所に置く保育士の数に係る基準の変更（第４８条関係） 

区分 現行 改正後 

満 ３ 歳 以 上 満 ４ 歳

未満の幼児 

お お む ね ２ ０ 人 に

つき１人以上 

お お む ね １ ５ 人 に

つき１人以上 

満４歳以上の幼児 
お お む ね ３ ０ 人 に

つき１人以上 

お お む ね ２ ５ 人 に

つき１人以上 

 

２ 北九州市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の

一部改正 

  小規模保育事業所（Ａ型及びＢ型に限る。）及び事業所内保育事

業所に置く保育士又は保育従事者の数に係る基準の変更（第３０条

、第３２条、第４５条、第４８条関係） 

区分 現行 改正後 

満 ３ 歳 以 上 満 ４ 歳

未満の児童 

お お む ね ２ ０ 人 に

つき１人以上 

お お む ね １ ５ 人 に

つき１人以上 

満４歳以上の児童 
お お む ね ３ ０ 人 に

つき１人以上 

お お む ね ２ ５ 人 に

つき１人以上 

 

 ３ 施行期日 

   公布の日 
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Ｎｏ 

５ 

北九州市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び

運営の基準に関する条例の一部改正について        

       （子ども家庭局子ども家庭部こども施設企画課） 

 

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する

基準の一部改正に伴い、幼保連携型認定こども園に置く職員の数に係る

基準を変更するため、関係規定を改めるもの 

 

 １ 幼保連携型認定こども園に置く教育及び保育に直接従事する職員

の数に係る基準の変更（第７条関係） 

区分 現行 改正後 

満 ３ 歳 以 上 満 ４ 歳

未満の園児 

お お む ね ２ ０ 人 に

つき１人以上 

お お む ね １ ５ 人 に

つき１人以上 

満４歳以上の園児 
お お む ね ３ ０ 人 に

つき１人以上 

お お む ね ２ ５ 人 に

つき１人以上 

 

 ２ 施行期日 

   公布の日 
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Ｎｏ 

６ 

北九州市認定こども園の認定要件に関する条例の一部改正につい

て        

       （子ども家庭局子ども家庭部こども施設企画課） 

 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣及び文部科学

大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、認

定こども園に置く職員の数に係る基準を変更する等のため、関係規定を

改めるもの 

 

 １ 認定こども園に置く教育及び保育に従事する者の数に係る基準の

変更（第５条関係） 

区分 現行 改正後 

満 ３ 歳 以 上 満 ４ 歳

未満の子ども 

お お む ね ２ ０ 人 に

つき１人以上 

お お む ね １ ５ 人 に

つき１人以上 

満 ４ 歳 以 上 の 子 ど

も 

お お む ね ３ ０ 人 に

つき１人以上 

お お む ね ２ ５ 人 に

つき１人以上 

 

 ２ 施行期日 

   公布の日 
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－   － 

Ｎｏ 

７ 

北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の

一部改正について 

                （都市戦略局計画部都市計画課） 

 

 北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例を適用

する地区整備計画区域を追加するため、関係規定を改めるもの 

 

 １ 追加する地区整備計画区域（別表第１、別表第２関係） 

   金剛地区地区整備計画区域 

 

２ 施行期日 

  公布の日 
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Ｎｏ 

８ 

北九州市火災予防条例の一部改正について 

 

                  （消防局予防部指導課） 

 

消防法施行令の一部改正に伴い、屋内消火栓設備及び自動火災報知設

備に関する基準を変更するため、関係規定を改めるもの 

 

１ 屋内消火栓設備及び自動火災報知設備に関する基準の変更（第４ 

３条、第４６条関係） 

   主要構造部を耐火構造とする防火対象物に適用される基準を、特

定主要構造部を耐火構造とする防火対象物に適用する。 

 

 ２ 施行期日 

   公布の日 
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－   － 

Ｎｏ 

９ 

北九州市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関

する条例の一部改正について 

           （上下水道局広域・海外事業部広域事業課） 

 

 本市水道用水供給事業の給水対象を変更する等のため、関係規定を改

めるもの 

 

 １ 水道用水供給事業の経営の規模の改正（第３条関係） 

区分 現行 改正後 

給水対象 古賀市、新宮町、岡垣町、香

春町及び宗像地区事務組合 

行橋市、古賀市、新宮町、岡

垣町、香春町、苅田町及び宗

像地区事務組合 

１日最大

給水量 

２万３，０００立方メートル ３万８，７００立方メートル 

  

２ 施行期日 

  公布の日 
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Ｎｏ 

１０ 

市有地の処分について 

 

        （産業経済局企業立地支援部企業立地支援課） 

 

小倉南区曽根北町に所在する市有地を工場用地として売り払うもの 

 

１ 土地の地目及び所在地 

   雑種地 

小倉南区曽根北町２９３７番２１ 

 

２ 土地の面積 

   ２０，０００．６０㎡ 

 

 ３ 売払い予定金額 

   ６億２，４０１万８，７２０円 

 

12



Ｎｏ 

１１ 

市道路線の認定、変更及び廃止について 

 

                （都市整備局道路部管理課） 

 

市道路線の整備を図るため、路線の認定、変更及び廃止を行うもの 

 

 数 延 長 面 積 

認 定 ３１路線 ２，８３２ｍ ２４，１１９㎡ 

変 更 １路線 １４ｍ ２０３㎡ 

廃 止 △２路線 △６８ｍ △６８㎡ 
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Ｎｏ 

１２ 

水道工事の一時中止等に伴う増加費用に関する和解について 

 

                （上下水道局水道部設計課） 

 

塗料の品質認証に関する塗料製造会社の不適切な行為による水道工事

の一時中止等に伴う増加費用について和解するもの 

 

１ 相手方 

   兵庫県尼崎市 

   民間会社 

 

２ 和解事項 

（１） 相手方は、本件により、北九州市が令和４年１月から同年

３月までの間に一時中止した水道工事契約８件において増加費用

として支出した金６３５万１，１２４円を負担するものとする。 

（２） 相手方は、北九州市に対して、前号の金６３５万１，１２

４円を、以下のとおり分割し、北九州市が発行する納付書により

、指定の期日までに支払うものとする。 

ア 令和６年７月３１日 金２，１１７，０４１円 

 イ 令和７年７月３１日 金２，１１７，０４１円 

 ウ 令和８年７月３１日 金２，１１７，０４２円 

（３） 相手方が前号の支払いを１回でも怠った場合は、直ちに期

限の利益を喪失し、相手方は、北九州市に対し、金６３５万１，

１２４円から既払金を控除した残額及びこれに対する期限の利益

喪失日の翌日から支払済みまで、遅延日数に応じ、民法の法定利

率年３％の割合による遅延損害金を支払うものとする。 

（４） 北九州市と相手方は、北九州市と相手方との間に、この和

解条項に定めるもののほか、本件について、何らの債権債務がな

いことを相互に確認する。 

（次頁に続く） 
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（続き） 

（５） 北九州市と相手方は、相手方がこの和解条項により金員を

支払うことは、相手方が、本件工事停止等に伴う工事業者の損害

の賠償責任を認めることを意味するものでないことを相互に確認

する。 

（６） 本件に関する紛争に関しては、福岡地方裁判所小倉支部を

もって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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№ 件    名 要       旨 

令 

和 

６ 

年 

度 

予 

算 

規 

模 

区  分 補正額の合計 補正後の予算総額 

一般会計 112 億 6,686 万 4 千円 0 6,291 億 4,986 万 4 千円 

特別会計 014 億 4,982 万 6 千円 0 4,236 億 3,992 万 6 千円 

企業会計 00 億 0,000 万 0 千円 2,836 億 5,769 万円   

合  計 027 億 1,669 万円 1 兆 3,364 億 4,748 万円 

13 

令和６年度北九州市 

一般会計 

補正予算について 

１ 補正額 

(債務負担)

２ 総 額 

112 億 6,686 万 4 千円 

123 億 3,620 万円 

6,291 億 4,986 万 4 千円 

14 

令和６年度北九州市 

公債償還特別会計 

補正予算について 

１ 補正額 

 

２ 総 額 

0,0007 億 2,491 万 3 千円 

 

1,732 億 4,791 万 3 千円 

15 

令和６年度北九州市 

土地取得特別会計 

補正予算について 

１ 補正額 

 

２ 総 額 

0,0007 億 2,491 万 3 千円 

 

0,062 億 6,591 万 3 千円 
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